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１－１１－１ 情報通信産業の市場規模推移情報通信産業の市場規模推移

（兆円）

出典：平成１７年情報通信白書

注：情報通信産業の市場規模は、平成１７年情報通信白書に示された日本の情報通信産業の部門別名目国内生産額から「研究」を除いて算出した。
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１－２１－２ 通信・放送産業の市場規模推移通信・放送産業の市場規模推移

① 通信・放送産業の市場規模（売上高）推移① 通信・放送産業の市場規模（売上高）推移

② 通信・放送産業における主要事業者の売上高推移② 通信・放送産業における主要事業者の売上高推移

【電気通信】
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（注）
１－１表（情報通信白書）にあっては、「通信業」・「放送業」
につき、各事業者からの会計報告等の数値を、情報通信産業
連関表の作成過程において修正を加えたもの。（暦年の数
値）。
１－２①表（通信産業基本調査）にあっては、「電気通信」・
「放送」につき、各事業者に対する調査の回答を集計したもの
（年度の数値）。
そのため、各々、両者の数値は一致しない。



③ ﾒﾃﾞｨｱ・ｿﾌﾄの市場規模（2003年）③ ﾒﾃﾞｨｱ・ｿﾌﾄの市場規模（2003年）
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テキスト系・音声系ソフトが縮小傾向。

映像系ソフトの市場は、2003年（4.9兆円）までの3年間、年平均
約1千億円ずつ拡大。

一次流通市場が縮小。

マルチユース市場は、2003年（2.1兆円）までの3年間、年平均
約2千億円ずつ拡大。

１－３１－３ コンテンツ市場の市場規模コンテンツ市場の市場規模
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① 市場全体の推移（ソフト形態別）① 市場全体の推移（ソフト形態別）

② 市場全体の推移（１次流通とﾏﾙﾁﾕｰｽ）② 市場全体の推移（１次流通とﾏﾙﾁﾕｰｽ）

（出典）総務省情報通信政策研究所「変貌するコンテンツ・ビジネス」（２００５）

④ 文化輸出の動向④ 文化輸出の動向
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（参考）（参考） 世界のコンテンツ関連市場世界のコンテンツ関連市場※※動向（５地域比較）動向（５地域比較）

（出典） PricewaterhouseCoopers 「Global Entertainment and Media Outlook : 2004-2008」
中央青山監査法人編「コンテンツビジネス・ハンドブック」（中央経済社）第１章「コンテンツビジネスの全体像（ｐ５）図表をもとに作成。

（※）コンテンツ関連市場は、映画、テレビ放送、テレビ配信、音楽、ラジオ、インターネット広告及び接続、ゲーム、ビジネス情報、雑誌、新聞、

一般書籍、教育・専門書籍、テーマパーク、スポーツ（PricewaterhouseCoopers 「Global Entertainment and Media Outlook : 2004-2008」による）。

２００３年実績（単位：億円）

その他 513データベース記事
2,540

書籍 7,281

雑誌・コミック
19,284

ゲームソフト 4,676 ラジオ 2,694

音楽ソフト 6,620

新聞 20,798

テレビ番組 32,828

映画・ビデオソフト
11,303

２００３年実績（単位：億ＵＳドル）
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12,288

（合計 9,106億ドル）

（合計 約11兆円）

（出典） PricewaterhouseCoopers 「Global Entertainment and Media Outlook : 2004-2008」
中央青山監査法人編「コンテンツビジネス・ハンドブック」（中央経済社）第１章「コンテンツビジネスの全体像」（ｐ１７）図表をもとに作成。

（※）一次利用・二次利用の合計。

（出典） 総務省情報通信政策研究所 「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」 （http://www.soumu.go.jp/iicp/） 66

② 日本のコンテンツ市場（ｺﾝﾃﾝﾂ内訳別）② 日本のコンテンツ市場（ｺﾝﾃﾝﾂ内訳別）

① 産業別ｺﾝﾃﾝﾂ関連市場規模（世界全体）① 産業別ｺﾝﾃﾝﾂ関連市場規模（世界全体）



１－４１－４ メディア別広告費メディア別広告費

（単位：億円）

① 日本の広告費（ﾒﾃﾞｨｱ別）① 日本の広告費（ﾒﾃﾞｨｱ別）
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出典：『情報メディア白書 2005』電通総研、電通ウェブサイト

インターネットと
ラジオの広告費
が逆転
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１－４１－４ メディア別広告費メディア別広告費
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（なお、日本の広告費については、衛星関係、ＳＰ広告費の一部を除外）
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１－５１－５ 国民の情報通信利用の状況国民の情報通信利用の状況

（出典） 独立行政法人情報通信研究機構「インターネットの利用動向に関する実態調査報告書」により作成

（出典） 総務省「家計調査年報」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成
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※ 平成12～15年は12歳以上、平成16年は13歳以上70歳未満を対象

＜性別・世代別＞＜全体平均＞

世帯消費支出に
占める割合

99

① １日当たり平均ﾒﾃﾞｨｱ利用時間の推移① １日当たり平均ﾒﾃﾞｨｱ利用時間の推移

② 情報通信ｻｰﾋﾞｽへの年間世帯支出の推移② 情報通信ｻｰﾋﾞｽへの年間世帯支出の推移



２２ 電気通信の現状電気通信の現状

２－１ 電気通信の現状

２－２ 電気通信の国際比較

２－３ 電波利用の現状

２－４ 電気通信インフラの高度化等

２－５ 電気通信に係る不適正利用・セキュリティ対策
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２ー１２ー１ 電気通信の現状（１）電気通信の現状（１）

【市外通話（東京－大阪）】
【携帯電話】

（800MHzデジタル方式 NTTドコモの場合）

（平日昼間３分間、税抜き額）

NTT：S58.7.21～
KDDI、ＮＴＴｺﾑ、
日本ﾃﾚｺﾑ：
H13.3.1～

ﾌｭー ｼ゙ｮﾝ：

13.4.1～

ﾒﾃ゙ｨｱ：H14.1～

0

100

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

平成電電ｺﾑ：
H15.7～

400円

▲80～95%

80円

ﾌｭー ｼ゙ｮﾝ、

ﾒﾃ゙ｨｱ：２０円

平成電電コム

：１８円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

ＳＳ6060…… Ｈ４Ｈ４
H17.12.1H17.12.1H1H1５５HH９９…… ……
各年度末各年度末

(社)

第１種事業者

第２種事業者

届出事業者

登録事業者

登録事業者登録事業者 315315社社

届出事業者届出事業者 13,30713,307社社
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１種事業者１種事業者 249249社社
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HH１１１１

① 電気通信事業者数の推移① 電気通信事業者数の推移

② 通信料金の低廉化② 通信料金の低廉化

１種事業者１種事業者 77社社

２種事業者２種事業者 209209社社

合計合計 216216社社



２ー１２ー１ 電気通信の現状（２）電気通信の現状（２）
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固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（平成１２年１１月）
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2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

00/12 01/3 01/6 01/9 01/12 02/3 02/6 02/9 02/12 03/3 03/6 03/9 03/12 04/3 04/6 04/9 04/12 05/3 05/6 05/9

光ファイバ（FTTH）
○契約数 ： 3,978,529 
○事業者数 ： 94社

光ファイバ（光ファイバ（FTTHFTTH））
○契約数 ： 3,978,529 
○事業者数 ： 94社

無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：21,977  
○事業者数 ： 20社

無線（ＦＷＡ）無線（ＦＷＡ）
○契約数 ：21,977  
○事業者数 ： 20社

3,978,529 

21,977 

14,305,521 

3,121,680 

ケーブルインターネット
○契約数 ： 3,121,680 
○事業者数 ： 380社

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○契約数 ： 3,121,680 
○事業者数 ： 380社

ＤＳＬ
○契約数 ： 14,305,521
○事業者数 ： 47社

ＤＳＬＤＳＬ
○契約数 ： 14,305,521
○事業者数 ： 47社

1212

③ 加入者数の推移③ 加入者数の推移 ④ インターネット契約数の推移（H17.9末現在）④ インターネット契約数の推移（H17.9末現在）



（ 億 回 ）
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2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

1 2 0 0

1 4 0 0

1 6 0 0

1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4

Ｐ Ｈ Ｓ 発

携 帯 電 話 発

固 定 電 話 発

Ｎ Ｔ Ｔ 交 換 機 経 由

Ｉ Ｐ 電 話 発

1999 2000 2001 2002 2003           （年）

（Gbps）

IXのトラヒック（JPIX＋ JPNAP ＋NSPIXP ）

※ IX (Internet eXchange)：インターネット接続事業者間を
相互接続する相互接続点

April

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

(参考)英国IX （LINX）のトラヒック

・JPIX   Japan Internet eXchange
（日本インターネットエクスチェンジ株式会社が運営する
IX）

・JPNAP   Japan Network Access Point 
（インターネットマルチフィード株式会社が運営するIX）

・NSPIXP  Network Service Provider Internet 
eXchange Point
（WIDE Projectが運営するIX）

出典：各IXのデータを参考に作成。 なお、英国IX（LINX）については、HP等を参考に作成

※ LINX ：The London Internet Exchange 
※ １日のピークトラヒックの一ヶ月の平均値

２ー１２ー１ 電気通信の現状（３）電気通信の現状（３）

（ 億 時 間 ）

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4

Ｐ Ｈ Ｓ 発Ｐ Ｈ Ｓ 発

携 帯 電 話 発

固 定 電 話 発

Ｎ Ｔ Ｔ 交 換 機 経 由

Ｉ Ｐ 電 話 発

出典：「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」（総務省）他

All copyrights reserved by MIC 1313

⑤通信回数の推移⑤通信回数の推移

⑥通信時間の推移⑥通信時間の推移

⑦ＩＸのトラヒックの伸びの状況⑦ＩＸのトラヒックの伸びの状況



２ー２２ー２ 電気通信の国際比較電気通信の国際比較

4.1

8.1

8.2

9.2

12.3

24.0

50.0

51.2

0 10 20 30 40 50 60

米国

ポルトガル

フィンランド

ボツアナ

台湾

スウェーデン

韓国

日本

ＤＳＬの下り速度
（単位Mbps）

※ケーブルインターネットも含む

※各国の主要な事業者における携帯電話契約数に占める携帯電話インターネット契約数の比率
出典：総務省「平成１７年版情報通信白書」

6.51

6.26

3.67

3.35

3.27

3.25

1.59

1.35

1.22

1.16

1.05

0.83

0.73

0.73

0.49

0.25

0.2

0.18

0.08

0.07

0 1 2 3 4 5 6 7

オーストリア

ノルウェー

フランス

スイス

デンマーク

イスラエル

シンガポール

イギリス

ベルギー

マカオ（中国）

カナダ

香港（中国）

フィンランド

オランダ

米国

スウェーデン

アイスランド

台湾（中国）

韓国

日本

データ伝送量100kbps当たりの費用（単位：米ドル）

出典：“ITU Internet Reports 2005: The Internet of Things” (2005年11月)出典：総務省「平成１７年版情報通信白書」
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① ブロードバンド通信速度（2005年9月現在）① ブロードバンド通信速度（2005年9月現在） ② 通信速度当たりのﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ料金の比較② 通信速度当たりのﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ料金の比較

③ 携帯電話のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応率（2004年9月現在）③ 携帯電話のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応率（2004年9月現在）



２－３２－３ ブロードバンドの普及状況（世界比較）ブロードバンドの普及状況（世界比較）

出典：総務省「次世代ブロードバンド構想２０１０」（２００５年７月）

注１ CATVはCATV網を活用した高速インターネットサービス。
注２ 日本、米国以外についてはDSL等の一部の回線種別の加入者数のみ記載されている
が、これについては他の回線種別の加入者数のデータが入手できないためであり、
サービスが行われていないからではない。

注３ データの出典については、日本、シンガポール、マレーシアについては総務省調べ。
米国についてはFCCレポートより。韓国については情報通信省発表より。
英国についてはOFCOM発表より。フランスについてはART発表より。
ドイツについては欧州委員会発表より。
中国については中国インターネット情報センター（CNNIC）発表より。
オーストラリアについては、オーストラリア競争・消費者委員会（ACCC）発表より。
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２ー４２ー４ 電波利用の現状電波利用の現状

5,１1８局
移動局 4,19５局
固定局 5５２局
放送局 ８０局
その他 ２９１局

約３８１万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局

放送局 約2.4万局

その他 約268万局

放送局 約2.５万局

約1億２１万局

移動局 約９,８１７万局

固定局 約9.６万局

その他 約１９2万局

 

人工衛星局

地球局

地球局

地球局

衛星通信
衛星通信

防災無線
防災無線

消防署等

地方公共団体等
 

 

海上通信
海上通信

放送
放送

無線ＬＡＮ
無線ＬＡＮ

１９５０年

船舶・航空による保安通信や
放送等公共部門が中心に利用

１９８５年

電気通信事業への民間参入が
可能となり、電波利用が拡大

２００５年

携帯電話をはじめとした個人利用
の移動系無線局の爆発的な普及

デジタル対応で電子メール
等新サービスが開始

テレビ電話等さらに多様
なサービスが開始

携帯電話
携帯電話

90年代中盤から
普及始まる

今 後
次世代移動通信システムなどの
新たな電波利用ニーズの拡大
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次世代移動通信システム次世代移動通信システム
モバイルオフィス、モバイルホームモバイルオフィス、モバイルホーム

次世代の携帯電話やIP常時接続を実現するWiMAX、次
世代PHS等の次世代移動通信システムの導入を実現

有線ブロードバンド代替システム有線ブロードバンド代替システム

有線の条件不利地域において安価にブロードバンド
を確立するための固定無線アクセス等の導入を実現

安全・安心ＩＴＳ安全・安心ＩＴＳ

交通を未然に防止するための安全・安全
を支援する高度化ＩＴＳの導入を実現

次世代情報家電、ホームネットワーク次世代情報家電、ホームネットワーク

有線よりも簡易に情報家電等の配線を可能とする無線
LAN、UWB、PLC等近距離無線通信等の導入を実現

固定マイクロ回線
固定マイクロ回線 家庭内や外出先等様々な場所に設置さ

れた無線アクセスポイントを経由してイ
ンターネットアクセスを実現

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

側方車

先行車

～１００ｍ

側方車

無線局数及び主な利用の推移無線局数及び主な利用の推移



２ー５２ー５ 電気通信インフラの高度化等電気通信インフラの高度化等

２０１０年２０１０年２００９年２００９年２００８年２００８年２００７年２００７年２００６年２００６年２００５年２００５年

ブロードバンド基盤の全国的整備ブロードバンド基盤の全国的整備

第４世代移動通信システムの実現第４世代移動通信システムの実現

ユビキタス端末等の技術開発ユビキタス端末等の技術開発

電子タグ等の利活用の実現電子タグ等の利活用の実現

（現 状）
・ブロードバンド･ゼロ地域（世帯数） ３４５万世帯

（（現 状）
・第３世代 約１４４ｋｂｐｓ～約２Ｍｂｐｓ

《ユニバーサルプラットフォームの研究開発》

《解消》

第４世代システム第４世代システム

約約100Mbps100Mbpsの実現の実現

《電子タグの利活用技術の研究開発》

《情報家電のＩＰｖ６化、相互接続の推進》

１００億個１００億個

端末の端末の

協調制御協調制御

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ゼロﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ゼロ
地域の解消地域の解消

《Ｗｅｂサービス技術の開発・実証実験、普及促進》

認証技術やプライ認証技術やプライ
バシー保護技術のバシー保護技術の
実現実現

等等

等等
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２－６２－６ 電気通信に係る不適正利用・セキュリティ対策電気通信に係る不適正利用・セキュリティ対策

（１） 迷惑メール
－世界の電子メールトラフィックの約７０％が迷惑メール
－我が国の迷惑メールの約８０％が出会い系サイトの宣伝
－我が国の迷惑メールの９０％以上がメールアドレス等の送信者
情報を偽装

（２） フィッシング
－米国では、人口の約２５％（約７，３００万人）がフィッシング
メールの受信を経験
－全世界に５，０００以上のフィッシングサイトが存在
－我が国では、平成１６年秋頃からフィッシングメールの存在
が確認

（３） 契約者を特定できないプリペイド式携帯電話端末等を利用した
犯罪
－オレオレ詐欺の約９３％、架空請求詐欺の約６６％がプリペイド
携帯を利用
－平成１７年（１０月まで）のオレオレ詐欺被害総額は１００億円以上

（４） インターネット上の違法・有害情報
－平成１７年６月、インターネット上の爆発物製造方法に関するサ
イトを参考に高校生が爆発物を製造・使用
－自殺関連サイト等で知り合い、集団自殺を決行した事案数及
び死者数は、平成１６年は１年間で１９件５５人であったが、平
成１７年は１１月末までで３２件８５人

近年のサイバー犯罪動向
－サイバー犯罪の検挙件数は上昇の一途。平成17年上半期は

1,612件（前年同期比約52%増）。
－そのうち、不正アクセス禁止法違反は198件（前年同期から約3倍）

67 67 105 145 142 66
198

913

1,339

1,606

1,849

2,081

1,063

1,612

0

500

1000

1500
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2500

H12末 H13末 H14末 H15末 H1６末 H16上 H16下

不正アクセス禁止法違反検挙件数 サイバー犯罪の検挙件数 1818

① 電気通信の不適正利用① 電気通信の不適正利用

② セキュリティ対策② セキュリティ対策



３３ 放送の現状放送の現状

３－１ 放送事業の現状

３－２ 放送のデジタル化・全体スケジュール

３－３ 地上放送のデジタル化の状況

３－４ ＮＨＫを巡る動向

３－５ 放送における人権・青少年問題等への対応
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３ー１３ー１ 放送事業の現状放送事業の現状

373362358348337333
317290

135134137146155146
12481

547571528
517512526524513

1 ,0611 ,072
1 ,0261 ,0131 ,0061 ,007967
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３兆９,５５９億円（平成16年度）

ケーブルテレビ事業者

地上系民間放送事業者

衛星系民間放送事業者

合 計

2020

① 放送ﾒﾃﾞｨｱ全体の収入① 放送ﾒﾃﾞｨｱ全体の収入

③ 放送事業者数の推移③ 放送事業者数の推移

(注1) （ ）内は、放送メディア全体に対する各媒体の占めるシェア。
（注2）ＮＨＫについては、経常事業収支を基に算出している。
（注3）放送大学学園を除く。
（注4）「地上系民間放送事業者」には、(財)道路交通情報通信システムセンター及びコミュニティ放送事業者（177社）
を含めていない。

（注5）「ケーブルテレビ事業者」は、自主放送を行う許可施設事業者（547社）のうちケーブル事業を主たる事業とする
営利法人（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同
等の放送方式のものを含む。）。

（注6）「有線役務事業者」には、ＩＰマルチキャスト方式により行っている事業者（３社）は含めていない。（平成16年度における
当該３社の収入合計は３．８億円である。）

地上系民間放送事業者(195社)
2兆6,013億円(65.8%)

ＮＨＫ
6,855億円(17.3%)

衛星系民間放送事業者(135社)
3,158億円(8.0%)

ケーブルテレビ事業者(310社)
3,533億円(8.9%)

うち衛星役務事業者
(44社) 844.８億円

うち有線役務事業者
(９社) 174.9億円

〔年度〕

〔社数〕

※出典：総務省作成資料

６チャンネル 都県

５チャンネル 道府県

４チャンネル １３ 県

３チャンネル ９ 県

１チャンネル ２ 県

２チャンネル ３ 県

② 地上民放ｱﾅﾛｸﾞﾃﾚﾋﾞﾁｬﾝﾈﾙ数② 地上民放ｱﾅﾛｸﾞﾃﾚﾋﾞﾁｬﾝﾈﾙ数

６

１４



３－２３－２ 放送のデジタル化・全体スケジュール放送のデジタル化・全体スケジュール

1990年代 2000～2003 20112004～20101980年代1950-70年代

▲
2011年7月24日
デジタル化完了

現在のアナログ
放送終了

地上放送（テレビ）

▲
2006年

順次地域を拡大し、
全国においてデジ
タル放送開始

▲

2003年
三大都市圏に
おいてデジタ
ル放送開始

▲
1953年
白黒
テレビ
放送開始

▲
1960年
カラーテレビ
放送開始

事業者：ＮＨＫ（総合､教育）、放大

民放 全社(127社)

視聴者：全世帯

（4,800万世帯）

▲
2011年
全加入世帯におい
て地上デジタル放
送視聴可能

衛星放送 ▲
2000年
BSデジタル放送開始ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

▲
1996年

CSデジタル放送開始

▲
1955年放送開始

▲
1998年
一部地域においてデジタル放送開始

▲
2011年までに
デジタル化完了

（中継局を順次設置）

地上放送（ラジオ）
▲
2003年

東京・大阪で実用化
試験放送を開始

（2011年頃を目標に実用化を検
討）
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３－３３－３ 地上放送のデジタル化の状況地上放送のデジタル化の状況

2222

２００３年１２月、三大都市圏（関東・中京・近畿）において放送開始２００３年１２月、三大都市圏（関東・中京・近畿）において放送開始

昨年１２月、青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・栃木・群馬の県域昨年１２月、青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・栃木・群馬の県域

局が放送開始局が放送開始

○直接受信：２４２４都府県都府県※※ 約約２，８４０２，８４０万世帯（全世帯の約万世帯（全世帯の約６０６０％）％）
（昨年12月現在） ※青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、栃木、群馬、

茨城、埼玉、千葉、東京、神奈川、静岡、富山、岐阜、

愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

○ケーブルテレビ経由： 約１，約１，１５１５０万世帯０万世帯
（昨年９月末現在：（社）日本ケーブルテレビ連盟調べ）

約５１万台（開始前）約５１万台（開始前） →→ 約約７３７７３７万台万台（（昨昨年年１１１１月月末）（末）（ ））

暦年

普
及
世
帯
数
（
千
万
世
帯
）

アテネ五輪 ワールドカップ
ドイツ大会

北京五輪 ワールド
カップ

１０００万世帯

２４００万世帯

２００３ 04 05 06 07 08 09 10 11

アナログ
放送停止

４８００万世帯

５

４

３

２

１

０

【地上デジタル放送用受信機の普及目標】

JEITA調べ
日本ケーブルラボ調べ
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【直接受信可能世帯数の推移】① 視聴可能世帯数① 視聴可能世帯数

② 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送受信機台数② 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送受信機台数



３－４３－４ ＮＨＫを巡る動向ＮＨＫを巡る動向

（一昨年７月に発覚した「芸能番組制作費不正支出問題」等を契機に、受信料の未契約・不払者が増加）

昨年１１月末の受信料支払いの状況

■ 国内放送
・テレビジョン放送
（地上２波（総合、教育）、衛星３波（第１・第２・ハイビジョン））
※１ 地上デジタル放送は、アナログ放送のほぼサイマル。
※２ 衛星第１・第２・ハイビジョンはデジタル。アナログはサイマル。

・ラジオ３波（ＡＭ１、ＡＭ２、ＦＭ）
■ 国際放送
・短波放送（ラジオ日本）
・委託協会国際放送（映像国際放送）

経営委員会（１２名） 監事（３名）

理事会（会長、副会長、理事（８名））

・国内：放送センター他53放送局、14支局
海外：３総局、10支局
・職員数 11,697人（H17.3末現在）

受信料収入の推移（予算ベース）

6486 6527 6550 64786414

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H13 H14 H15 H16 H17

［億円］

△約500億円

未納数 131

支払拒否・保留数
128

滞納数 139

未契約件数

962

支払件数
3,239

総契約対象件数
4,599万件

（3.0％）

（2.8％）

（2.8％）

（70.4％）

（20.9％）

［参考］
H17決算見込み
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③ 受信料収入③ 受信料収入

② 保有ﾒﾃﾞｨｱ② 保有ﾒﾃﾞｨｱ① 組 織① 組 織



（参考） 各国の公共放送の実施主体

2424

VOAVOA他他 国営放送国営放送
（ボイスオブアメリカ）（ボイスオブアメリカ）

NPRNPR（全米公共ラジオ）（全米公共ラジオ）PBSPBS（公共放送サービス）（公共放送サービス）米国米国

RAIRAI（子会社）（子会社）

DWDW
（ドイチェ・ベレ）（ドイチェ・ベレ）

ー
海外領向け放送海外領向け放送

France TelevisionFrance Televisionss

BBCBBC（子会社）（子会社）

国際放送国際放送
（テレビ）（テレビ）

ARDARD（ローカル）（ローカル）※３

DLRDLR
（ドイチュラント・ラジオ）（ドイチュラント・ラジオ）

Radio FranceRadio France

ラジオ放送ラジオ放送
国際放送国際放送
（ラジオ）（ラジオ）

衛星放送衛星放送
（テレビ）（テレビ）

地上放送地上放送
（テレビ）（テレビ）

NHKNHK（日本放送協会）（日本放送協会）

KBSKBS（韓国放送公社）（韓国放送公社）

RAIRAI（イタリア放送協会）（イタリア放送協会）

ARDARD※３

（ドイツ放送連盟）（ドイツ放送連盟）

ZDFZDF
（第２ドイツテレビ）（第２ドイツテレビ）

France TelevisionFrance Televisionss※１

ARTEARTE（アルテ）（アルテ）※２

BBCBBC（英国放送協会）（英国放送協会）

ARDARD※３

ZDFZDF

ARTEARTE※２

イタリアイタリア

韓国韓国

日本日本

ドイツドイツ

RFIRFI
Radio France Radio France 
InternationalInternational

フランスフランス

BBCBBC英国英国

※１ France Television：４つのテレビ局等の株式を100％保有する政府全額出資の株式会社
※２ ARTE：独仏共同出資による公共放送
※３ ARD：９の各州放送協会の連合体



・ 理事長：清水英夫氏（弁護士、青山学院大学名誉教授）
・ 業務開始：２００３年７月１日
・ 目的：放送による言論・表現の自由を確保しながら、視聴者の基本的人権
を擁護するため、自主的に、独立した第三者の立場から迅速・的確に
対応し、正確な放送と放送倫理の高揚に寄与すること。

【ＢＰＯに対する照会受付件数】

放送倫理・番組向上機構

放送と人権等権利
に関する委員会
（ＢＲＣ）

放送と青少年に
関する委員会

放送番組委員会

・「放送と青少年に関する委員会」（現BPO「放送と青少年に関する委員会」）を新設し、視聴者から
の意見や苦情を受け付け、活動内容や事業者の対応等を公表（NHK、民放連）

③第三者機関の活用

・青少年に配慮する時間帯として、１７時～２１時を設定（民放連）④放送時間帯の配慮

・新聞、インターネット等を利用して情報提供を実施（NHK、民放連）
・青少年への配慮が必要な番組の事前表示について考え方を決定（民放連）

⑤番組に関する情報提供の充実

・メディアリテラシー教材の開発、貸出（総務省）②メディアリテラシーの向上

・青少年向け放送番組の明確化、週３時間以上の放送（民放連）

・ＮＨＫと民放で年２本、特別番組を制作、放送（ＮＨＫ、民放連）【H11～H16】
①青少年向け番組の充実

実施状況（主なもの）各機関の取組方針

３－５３－５ 放送における人権・青少年問題等への対応放送における人権・青少年問題等への対応

2525

関係機関のおける具体的な取組の状況関係機関のおける具体的な取組の状況

ＢＰＯ（放送倫理・番組向上機構）についてＢＰＯ（放送倫理・番組向上機構）について

1,411

1,8661,119

1,651

4,764
3,641

484

353

204

208

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成15年度 平成16年度

人権等に関す
る意見

放送と青少年
に関する意見

放送番組全般
に渡る意見

ＢＰＯに関する
問合せ

その他（心因性
等）

6,728

8,973

（件数）

（H15.7～H16.3） （H16.4～H17.3）



電波法電波法
（昭和25年法律第131号）

・電波の公平かつ能率的な利用の確保

日本電信電話株式会社等に関する法律日本電信電話株式会社等に関する法律
（昭和59年法律第85号）

・日本電信電話株式会社等による適切かつ安定的な電気通信役務の提供の確保、電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

有線電気通信法有線電気通信法
（昭和28年法律第96号）

・有線電気通信設備の設置及び使用を規律、有線電気通信に関する秩序を確立

電気通信事業法電気通信事業法
（昭和59年法律第86号）

・電気通信事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な競争を促進
・電気通信役務の円滑な提供を確保するとともに、利用者の利益を保護、電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保

４４ 法制度法制度 －－ 通信・放送法体系（主な法律）通信・放送法体系（主な法律） ーー

放送

電気

通信

基本

法

無 線有 線

利用

環境

整備
特定電子メールの送信の適正化等に関する法律特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成14年法律第26号）

2626

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成13年法律第137号）

不正アクセス行為の禁止等に関する法律不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成11年法律第128号）

電気通信役務利用放送法電気通信役務利用放送法
（平成13年法律第85号）

・電気通信役務を利用して放送を行うことの制度化

放送法放送法
（昭和25年法律第132号）

・放送を公共の福祉に適合するように規律、放送の健全な発達

有線テレビジョン放送法有線テレビジョン放送法
（昭和47年法律第114号）

・有線テレビジョン放送の施設の設置及び業務の運営の適正化
・有線テレビジョン放送の受信者の利益を保護、有線テレビジョン放送の健全な発達

有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律
（昭和26年法律第135号）

・有線ラジオ放送の業務の運用を規正



５５ 通信・放送融合・連携の現状通信・放送融合・連携の現状

５－１ 通信・放送融合・連携の動向

５－２ 通信・放送融合・連携の進展

５－３ インターネットを巡るサービスの動向（ブログ・ＳＮＳ）

５－４ 映像・音声コンテンツのネット配信の動向

５－５ 諸外国における最近の取組状況

５－６ 技術開発の動向
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５－１５－１ 通信・放送融合・連携通信・放送融合・連携の動向の動向

（１） ブロードバンド化・放送のデジタル化の進展

－ＤＳＬで１，４３０万、光ファイバーで３９０万加入を突破（H17.9末）
－地上デジタル放送の普及の開始後約２年間、着実に進展

（２） 同じインフラを通信と放送が共用

－電気通信事業者の光ファイバ等を用いた放送（H17.12末現在 １６社参入）
－通信衛星を利用した放送（H17.12末現在 ４７社参入）

（３） インターネットによる様々な映像コンテンツの配信

－既に、多数の事業者が、ブロードバンド上に放送コンテンツを配信

－放送事業者も、今年に入って本格化

（４） 通信・放送の双方に利用できる端末の登場

－テレビ視聴とインターネットができる携帯電話
－放送とインターネット双方から情報が引き出せるデジタルテレビ

（５） 通信・放送分野の兼営、資本提携

－ケーブルテレビ事業者などの、いわゆる「トリプルプレイ」
－通信分野と放送分野の事業者の資本提携

2828



（参考）（参考）インターネットインターネット上の映像上の映像配信配信に係る権利処理を巡る動きに係る権利処理を巡る動き

許諾が必要公衆送信権・著作者

複製権・レコード製作者

録音権・録画権・実演家

放送権・送信可能化権・実演家

送信可能化権

複製権

許諾不要許諾不要

商業用レコードの放送における二次使用については許諾が
なくても行える。

ただし、実演家及びレコード製作者に対して、使用料の支
払が必要（９５条、９７条）。

許諾不要

適法な放送を行うための一時的な録音・録画については、
著作権者、実演家、レコード製作者の複製権等が制限され、
許諾がなくても行える（著作権法４４条、１０２条）。

放送

許諾が必要許諾が必要

許諾が必要

インターネット配信

・レコード製作者

・著作者

商
業
用
レ
コ
ー
ド
の

二
次
使
用

一
時
的
固
定

権利の種類

（参考）放送とインターネット配信の著作権法上の取扱いの対比

■テレビ番組コンテンツのブロードバンドによる配信の試行（「トレソーラ」実験） H14.9～H16.10
東京放送・フジテレビジョン・テレビ朝日の3局が共同出資で「トレソーラ」を設立し、テレビ番組コンテンツ配信実験を実施。

■経団連におけるブロードバンド配信に関する暫定合意 H17.3
放送局制作のテレビドラマをストリーム配信する場合の使用料率を関係企業・団体間で暫定合意（平成１８年３月３１日まで）。

■コンテンツホルダー・権利者団体の間の利用ルール策定に向けた検討 H17.8～
「ユビキタスネット流通に向けた権利クリアランス協議会・流通促進検討ＷＧ」※において、初回放送後、３年以上経過した

テレビ番組コンテンツに関する権利処理ルールを検討。

※放送事業者、権利者団体、通信事業者等から構成
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５－２５－２ 通信・放送融合・連携の進展通信・放送融合・連携の進展

1995年以前 1995～2000年 2001～2005年 2006年以降

19891989
・放送法改正(受委
託制度創設)

19921992
・通信衛星による
TV放送開始

ＣＳデジタル
放送：１２２社
（H17.12末
現在）

19961996
・CATV網を利用
したｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続
事業開始

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽを
提供するCATV
事業者：３８０社
（H17.9末現在）

20012001
・電気通信役務利用放送法成立

役務法・登録事業者数
・衛星役務放送事業者 4７社（H17.12末現在）
・有線役務放送事業者 1６社（H17.12末現在）

20032003
・ＴＶ、電話、ネットの「トリプルプレー」が登場
（１２月・Ｊ：ＣＯＭ及びKDDIがサービス開始）
・地上デジタル放送開始（12月・東名阪）

20052005
・民放が番組コンテンツをインターネットで配信開始
・「ＧＹＡＯ」など、ブロードバンドによる動画配信
が本格化
・「ポッドキャスティング」が本格化

20062006
・携帯端末向け地上デジタル放送
（ワンセグ）放送開始(４月予定)
・全国の県庁所在地で地上デジタル
放送開始（１２月予定）

20112011
・地上デジタル放送に完全移行
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５５－－３３ インターネットを巡るインターネットを巡るサービスサービスのの動向動向（ブログ・ＳＮＳ）（ブログ・ＳＮＳ）

3131

weblogの略称、個人や数人のグループで運営される日記的なWeb
サイトの総称。

Social Networking Siteの略称。コミュニティ型のWebサイト。
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（単位：万人）

【ユーザー数（見通し）（総務省試算）】
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① ブログ① ブログ
② ＳＮＳ② ＳＮＳ



５５－－４４ 映像・音声コンテンツのネット配信の動向映像・音声コンテンツのネット配信の動向

地
上
民
放
系

ラジオ局等の
ＷＥＢサイト

対応サイトの音声ファイル更新時に
自動的にダウンロード

携帯音楽プレーヤーに音声
ファイルを転送

※各社ＨＰ等より総務省作成

ポータルサイトのみならず、ラジオ放送局が自らの
サイトで放送中の番組の一部を提供。

音声ｺﾝﾃﾝﾂﾎﾟｰﾀﾙ「ねとらじ」
上で提供

ﾗｲﾌﾞﾄﾞｱ

1500ﾀｲﾄﾙのﾎﾟｯﾄﾞｷｬｽﾄを紹介。
落語や英会話が人気。

ﾆﾌﾃｨﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ

B’zや倉木麻衣など所属ｱｰﾃｨｽﾄ
の新曲を紹介

ﾋﾞｰｲﾝｸﾞ(BEING 
GIZA STUDIO)

ｲﾝﾃﾞｨｰｽﾞﾚｰﾍﾞﾙによる所属ｱｰ
ﾃｨｽﾄの楽曲配信

abcdefg*record音楽ﾚｰﾍﾞ
ﾙ系

森永卓郎や田崎真也など有名
人による独自番組を8ﾀｲﾄﾙ提
供

ﾆｯﾎﾟﾝ放送

株式情報や競馬情報など、数
十分間に及ぶ長い番組が多い

日経ﾗｼﾞｵ社

Inter FMのDJ陣によるﾄｰｸや
日替わり英会話が中心

ｴﾌｴﾑｲﾝﾀｰｳｪｰﾌﾞ

月曜から金曜までの放送中の
「HONDA SWEET MISSION」の
土曜版

ｴﾌｴﾑ東京

「TOKIO HOT 100」など放送
中の３番組を再編集

J-WAVEﾗｼﾞｵ局系

番組の概要提供者ジャンル

※デジタルARENA（nkkeibp.jp)ホームページより3232

ＳＴＢ100ﾀｲﾄﾙ見放題ｺｰｽ ｶﾗｵｹ・情報ｺﾝﾃﾝﾂ等04/12NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ｽﾞ

OCNｼｱﾀｰ

映画・音楽・ﾄﾞﾗﾏ・ｱﾆﾒなど11ｼﾞｬﾝﾙ
（入会金、会費は不要）

05/04USENGYAO

無料を中心とした約10万本のｺﾝﾃﾝﾂ・広告
主から収入を得るﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ導入

05/12ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ,yahooTVバンク

基本25ch、ｵﾌﾟｼｮﾅﾙ18ch04/07ｵﾝﾗｲﾝﾃｨｰﾋﾞｰ4th MEDIA

ＳＴＢﾍﾞｰｼｯｸ34ch、無料4ch、ｱﾗｶﾙﾄ3ch03/03ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ｹｰﾌﾞﾙBBTV

ﾍﾞｰｼｯｸ25ch、ｵﾌﾟｼｮﾝ5ch03/12KDDI光ﾌﾟﾗｽTV

ﾍﾞｰｼｯｸ21ch05/06ｱｲｷｬｽﾄｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞTV

TBSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾃﾚﾋﾞ番組や映像ｺﾝﾃﾝﾂを有料配
信

05/11TBSTBS BooBo
BOX

日本ﾃﾚﾋﾞの過去のﾃﾚﾋﾞ番組を中心に有料配
信、会員制

05/10日本ﾃﾚﾋﾞ第2日本ﾃﾚ
ﾋﾞ

パソコンﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ番組・映像ｺﾝﾃﾝﾂを有料配信05/07ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ
on Demand

年間契約ｻｰﾋﾞｽ・一日視聴ｻｰﾋﾞｽ等を実施、
無料番組、映画、ｽﾎﾟｰﾂ等1500ﾀｲﾄﾙ以上

05/01ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑJ:COM
ｵﾝﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞ

基本料金のみで毎月100ﾀｲﾄﾙ見放題、映
画・音楽・ｽﾎﾟｰﾂ等最大1000ﾀｲﾄﾙ

04/12ﾋﾞｯｸ東海おうち
deｼｱﾀｰ

パソコン映画・ﾄﾞﾗﾏ、音楽、ｱﾆﾒなど6ｼﾞｬﾝﾙ04/09ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑeo光ネット

受信端末サービス概要開始時期提供主体名称

通
信
系

② ﾎﾟｯﾄﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞの動向② ﾎﾟｯﾄﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞの動向① 主なﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄ映像配信事業の動向① 主なﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄ映像配信事業の動向

役
務
利
用
放
送
系



５－５５－５ 諸外国における最近の取組状況諸外国における最近の取組状況

ＳＢＣコミュニケーション（地域通信大手）
2004年11月、光ファイバによるIPネットワークの構築及びテレビ・データ・音声の統合サービスの提供を開始することを発表。2005年第4四半期にはIPテレビ
サービスを開始、2007年末には1,800万世帯をカバーすること目指す。

2004年11月

ティーボ（テレビ番組録画サービス事業者）
2005年11月、ヤフーと提携。両者の提携で、ティーボ加入者は自宅以外の場所でもヤフーのサイトからネット経由でテレビ番組を録画予約できる。ティーボは、
10月末時点での全契約者数が400万人を超えた。

アップルコンピュータ（メーカー）
2005年10月、ビデオやテレビ番組を再生できる携帯音楽プレーヤー「ipod」の新機種を発表。テレビ番組の配信では、米ウォルトディズニーと提携した。なお、
iPodの累計販売台数は4,200万台（2005年10～12月期は1,400万台販売）。2005年10～

12月

British Ｔelecom（通信大手）
2005年6月、BTの小売部門であるBT Retailは、英国内におけるＴＶ番組配信にMicrosoft社のプラットフォームを用いることを発表。サービスの内容は、VOD／
30チャンネルを超える地上波デジタル放送／テレビ電話／80時間録が可能なSTB／ゲームや電子商取引など。試験サービスを2006年春ないし初夏に、商用サービ
スを2006年晩夏ないし秋に提供開始の予定。

2006年春
英

国
ＢＢＣ（放送事業者）
10月末にも「iMP（interactive Media Player）」サービスの実験を開始。すべての番組を対象に、見逃した番組を放送後1週間以内なら好きな時にパソコンに
ダウンロードして見られ、1週間先まで予約も出来る。対象は5000人、3ヶ月の実験予定。問題が生じなければ無料の正式サービスに移行。2005年10月

France Telecom（通信大手）
2004年7月、インターネット、IP電話、TVサービス（ADSL）、ネットゲームなどを1つのセントラルハブを通じて提供するLive Boxサービスを開始。2004年には
フランスで234,000件の契約を達成。2004年末までにイギリス、オランダ、スペインでサービスを開始する予定。2004年7月

仏

グーグル（インターネットサービス）
インターネットを通じてテレビ番組などの映像を配信する新サービス「グーグル・ビデオ・ストア」を近く開始する。米3大ネットワークの1つCBSテレビの番
組等を提供する。価格は1本1～4ドル程度の予定。

ヤフー（インターネットサービス）
携帯端末やテレビ画面向け新事業「ヤフー・ゴー」を発表。携帯電話やテレビ画面上でも、ニュースや電子メール閲覧など、ヤフーの各種サービスをパソコ
ン並に利用できるようにする。（数ヶ月後にサービス開始予定）

2006年1月

スプリント（通信大手）
2005年9月、携帯電話を介して、テレビ番組を試聴できるサービス「スプリントTVライブ」提供を発表。2005年9月

ベライゾン（地域通信大手）
2005年1月、本年末よりテレビ番組配信サービスである「FiOS TVサービス」を提供開始することを発表。

2005年9月、テキサス州ケラーにおいてサービスを開始

2005年9月

ＣＮＮ、ＡＢＣ（放送事業者）
2005年8月、同年9月からヤフーを通じネットで番組を無料配信することを発表。2005年9月

ＣＢＳ（放送事業者）
2005年7月、インターネットでニュース映像の無料配信を開始。2005年7月

米

国

サービス開始
（実験含む） 事 業 者 の 動 向

3333



５－６５－６ 技術開発の動向技術開発の動向

3434

新世代ネットワークアーキテク
チャ

ユビキタスモビリティ

ユビキタスプラットフォーム

新ICTパラダイム創出

セキュアネットワーク

センシング・ユビキタス時空基盤

ユビキタス＆ユニバーサルタウン

壊されても、壊れても、すぐ使える世界最強のネットワーク・ライフラインをつくる

環境問題や災害対策に貢献する高精度な計測、時空間、測位の基盤をつくる

「光」を武器にポストIPまでを見越した新たなコンセプトのネットワークをつくる

「モバイル」を核に、宇宙から地上のすみずみまでをシームレスにカバーするスーパーブロードバンド環境をつくる

ネット上で自在に認証、課金、流通、サービス統合などが出来るプラットフォームをつくる

光・量子通信基盤技術、ナノＩＣＴ技術といった、２０年後の日本の糧となるＩＣＴの「種」をつくる

センサーネットワークやロボット等により、高齢者・障害者をはじめ人に優しく地球に優しいユビキタスネット環境をつくる

新
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術

Ｉ
Ｃ
Ｔ
安
心
・安
全
技
術

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術

2005

（100Tbpsの光ルータの実現、ネットワークの自律構成技術の確立等）

（モバイル網のIP化、固定網とモバイル網の統合の実現等）

（ユビキタス共通基盤（サービスプラットフォーム）の構築等）

（情報セキュリティ基盤技術の確立等）

（地上系・衛星系統合観測ネットワークの実現等）

（ネットワークロボットの基盤技術の確立等）

（量子信号処理の基盤技術の確立等）

国
際
競
争
力
の
維
持
・
強
化

安
心
・
安
全
な
社
会
の
確
立

知
的
活
力
の
発
現

2010頃 2015頃

（全光信号処理技術、超高速光伝送技術の実現等）

（ユビキタス・モバイル基盤の実現等）

（バイオ・分子融合による情報通信基盤技術の確立等）

（ユーザニーズに合ったサービスを適宜結びつける技術の構築等）

（安全性・信頼性等を持った情報通信ネットワークインフラの確立等）

超臨場感コミュニケーション

スーパーコミュニケーション 言語、知識、文化の「壁」を感じさせない超越コミュニケーションをつくる

世界初の立体・臨場感テレビ・コミュニケーションをつくる

（多言語翻訳技術、メディア統合検索の実現等）

（スーパーハイビジョンの基盤技術の実現等） （超高臨場感映像音響再現システムの確立等）

（表情、動作等の非言語情報の知識データベースの構築等）

（高齢者・障害者支援技術、地域社会での活動支援技術の確立等）

（事故・災害関連情報等のマルチセンシングシステムの実現等）

高度コンテンツ創造流通 誰でもが自在にコンテンツを創り、情報の信頼を確保しつつ、使える環境をつくる

（協調分散型コンテンツ制作・編集技術の実現等） （信頼性・信憑性のある情報の選別・獲得技術の実現等）



６６ 諸外国のメディア企業の状況諸外国のメディア企業の状況

６－１ 日米の主要メディア企業の規模比較

６－２ 国際的な情報流通の状況

６－３ ＮＨＫ、ＢＢＣ、ＣＮＮの海外情報発信比較

3535



６－１６－１ 日米の主要メディア企業の規模比較日米の主要メディア企業の規模比較
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Network

Network

Film

Film

Cable

Cable

Cable

Publishing AOL

Parks and Resorts

Publishing

Entertainment

TV

TV
Radio

Entertainment
Other

Other

0 40,000 80,000 120,000

NTT

（億円）

※ 1ドル＝108.18（2004年1～12月の中心相場月中平均の平均）で換算

〈出典〉各社の決算資料等から作成

〈備考〉

0.48

0.80

0.36

2.50

3.00

3.40

0.71

5.20

1.30

7.35

6.78

15.34
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グーグル

ヤフー

イーベイ

楽天

ヤフー（日本）

ライブドア

売上高（千億円） 時価総額（兆円）

（出典）各社のホームページの決算資料等。１ドル１１５円で換算。
売上高は、２００５年４月～９月期の連結売上高。
ただし、在米企業にあっては、２００５年第２四半期及び第3四半期の合計値。
ライブドアにあっては２００４年１０月～２００５年９月期から２００５年４月～
９月期を控除して算出。
また、時価総額は２００６年１月現在。 3636

① 日米の主要メディア企業の規模比較① 日米の主要メディア企業の規模比較 ② 日米の主要ネット企業の規模比較② 日米の主要ネット企業の規模比較



６－２６－２ 国際的な情報流通の状況国際的な情報流通の状況

北米欧州

アジア

386386ギガギガ//秒秒

103103ギガギガ//秒秒44ギガギガ//秒秒

世界的な情報流通の状況世界的な情報流通の状況 ：： 不均衡不均衡

（出典：Global Internet Geography 2004)

北米欧州

アジア

$5,053億

$6,469億$6,298億

（出典：WTO International Trade Statistics 2000) 3737

単位：ギガ／秒

① アジアにおける回線容量の不均衡① アジアにおける回線容量の不均衡
② 世界的な情報流通の状況② 世界的な情報流通の状況

【【（参考）世（参考）世界の貿易流通界の貿易流通 】】：均：均 衡衡



６－３６－３ NHKNHK、、BBCBBC、、CNNCNNの海外情報発信の比較の海外情報発信の比較

２４時間２４時間２４時間２４時間（最大）２４時間対象時間

契約数

視聴可能
世帯数

2億6,000万件1,460万件1,525万件－

広告料、視聴料広告料、視聴料受信料等財源

－

欧州･中東･ｱﾌﾘｶ

娯楽番組等

英語

BBCﾌﾟﾗｲﾑ
（有料）

ﾆｭｰｽﾆｭｰｽ・情報番組ﾆｭｰｽ･情報･娯楽番組ﾆｭｰｽ･情報番組
（約80％）（約20％）

番組内容

英語､ﾄﾞｲﾂ語､ｽﾍﾟｲﾝ語､ｱﾗﾋﾞｱ語､
ﾄﾙｺ語､日本語､韓国語

英語主に日本語
日本語・英語
現在の英語化率は約56％
であるが3年以内に100％

言語

－

全世界

NHKﾜｰﾙﾄﾞ･ﾌﾟﾚﾐｱﾑ
（有料）

7,200万世帯

全世界

NHKﾜｰﾙﾄﾞTV
（無料）

公共放送

ＮＨＫ

－

2億5,600万世帯
視聴
世帯
等

全世界全世界対象地域

ＣＮＮ
（広告・有料）

BBCﾜｰﾙﾄﾞ
（広告・有料）

サービス名

タイムワーナーグループの企業
公共放送

（BBCの子会社が実施）
事業形態

ＣＮＮＢＢＣ

3838
※フランスにおいては、公共放送フランステレビジョンと商業放送ＴＦ１の共同出資による「ＣＦＩＩ（仮称）」を設立し、ニュース専門
チャンネル「仏版CNN」の放送を2006年末までに開始する構想がある。

※ 現地衛星・ＣＡＴＶ事業者への
番組提供

映像配信における海外情報発信の比較映像配信における海外情報発信の比較


